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第59回横浜市地域まちづくり推進委員会会議録 

日  時 令和６年６月13日（木）午前10時00分から11時40分まで 

開催場所 市庁舎18階会議室みなと６・７ 

出 席 者 
【委 員】 名和田委員長、室田副委員長、飯尾委員、片岡委員、杉崎委員、高村委員 

【事務局】 古檜山部長、萩原課長、村瀨担当課長、大嶽担当係長 

欠 席 者 【委 員】 宮谷委員、三輪委員 

開催形態 公開（傍聴０人） 

議 事 今後の地域まちづくりの取組の検討状況について 

決定事項 
 

【議事１】  今後の地域まちづくりの取組の検討状況について 

（事務局） 

持続可能なまちづくりを目指して、担い手発掘や育成に繋がるようなまちづくり活動を収集した事例の

中からミニシティプラスの活動についてHP等を用いて説明。 

また、現在の本市ホームページでの課題を挙げ、情報発信の検討状況やホームページイメージについて

説明。 

（名和田委員長） 

 それでは、委員の皆さんには自由にご議論いただきたい。 

 

（片岡委員） 

 二つの視点が必要で、まず一つ目は、公共としての仕組みとして地域の持続性をどう保っていくか。二

つ目は、その仕組み自体の持続性という視点もあると思っている。結局20年間条例を改正せずにやってき

ていて、持続性の作り方を始めのうちから考えておかないと、また一回作ったら10年このままで行きまし

ょうとなりかねない。 

 今回の内容は、対市民へのきっかけづくりから成熟期の流れを作っていこうとしているが、仕組みの持

続可能性を考えると対市民だけではなく、専門家や企業が関わるきっかけづくりが必要だと思う。それに

は、現在行っている事例収集レベルではなく、研究レベルの調査が必要になってくる。事例収集でまとめ

られるものは、ある意味過去の話で、これからどうしていくかは大学も含めて色々な人がディスカッショ

ンして新しい仕組みややり方を考えていくというコミュニティ、常に新しい知見を投入していける環境を

行政がイニシアチブをとって、作っていかないといけないと思う。 

 分かりやすい事例でいうと、東京のDXは、IT業界の人たちや関心のある人たちが集まってきて、聞いた

話では参加者数百人目指すと発破をかけて実際に数百人集まったと言っていましたが、コミュニティがち

ゃんとできていて、そういう環境づくりを考えていく必要があるのではないか。 

 

（名和田委員長） 

 まず、条例改正は考えないのかということは、少し前から思っていて、それも視野に入っているという

ことで、それも重要な今日の議論材料だと思うし、研究的なコミュニティを作れないかということです

ね。 

 

（高村委員） 

市民の立場からすると、市民がやることはほとんどの生活に関係することで、例えば、自分がただ本屋

やラーメン屋などのお店を新しく開きたいと思っていても地域のためになるし、地域もそれを欲していて

そこがコミュニティや活動の場になるかもしれないが、それをまちづくりだとは思っていない。 

ミニシティプラスの事例もあったが、私も岩室さんと一緒にやらせていただいていることもある。彼女

はすごいとは思っているが、それを真似る力をみんなが持っている訳ではない。私たちも地方に行ってノ

ウハウを伝授する活動を南相馬市や長野市などで行っているので、起業的な支援はどうか。自分のお金を

出してやるのも良いが、生活もある中でそれで食べていける人もいれば、お金をかけずにアイデアや時間

だけを使ってまちづくり活動に参加したり、そうした活動に気軽に参加できる仕組みとかがあるはずだ

が、見えてこない。 

市庁舎周辺でも個人の独立系本屋さんがあり、そこでは７万円の講座をやったりしているが、まち普請

の対象にならないのかなとか。 
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（室田副委員長） 

 地域活動は多様化していて、その関わり方も「今暇だからちょっと参加してみよう。」と思う人もいれ

ば、リーダー的な役割で責任持ってやられる方、会計的なことをやられる方やサイト作りだけ関わる方ま

で様々で、一言で担い手不足と言っても、その不足している部分が団体によって異なっているという事が

あると思う。ただ、持続性という観点では、市民活動は１、２人程度のリーダー的な方が責任を持ってや

っている場合が多く、その方が病気になったり、倒れたりしたら終わってしまって活動は続かない。 

 個人的な話になるが、港北ニュータウン研究会を今まで学生と一緒にやっていて、学生発表を他の大学

の方や地域の住人が発表するという事を長年やってきたが、定年退職したので今後どうしようかと思いな

がらできていない。大学の先生が中心的に関わっているものも定年になったり、異動になったりするとな

かなか続けられないし、他の職業でもそういうことが当然あって、病気になったり、親の介護などがあっ

た場合に本業だけでも大変なのにボランティアの活動を継続できないということが起こる。担い手不足と

一言でいっても本当に色々な問題があるだろうと思う。 

 さっきの説明では、スタートアップの団体を支援するという事か。 

 

（事務局） 

 やりたいと思ったそういう活動を後押しできるような仕組みということで、スタートアップを意識して

いる。 

 

（室田副委員長） 

 先程の事例は、市民活動の中ではトップレベルなのかもしれないが、トップレベルはトップレベルなり

の問題があり、スタートアップはスタートアップなりの問題があるし、どこを対象とするのか。長年活動

を行い、経験があったとしても、新しい活動を始める時には、四苦八苦しているし、お金も必要だと思う

ので、どの団体にどういう形で支援するのが良いのか、どの辺りに絞っていくのかが整理できると良い。 

連携する団体についても、市の内部だけでなく、まち普請の整備団体やこれまで地域まちづくり課と関

係があった団体とネット上で繋がるということも可能かと思うし、色々な繋がり方もあるので、その辺り

を整理できると良いと思う。 

 

（事務局） 

 整理にあたっては、前回までの議論で都市整備局の地域まちづくり課が支援するものと、全庁的に誰が

支援するかという話もあったと思うので、これから研究していって整理していく。 

 前回の推進委員会資料の「新たな地域まちづくりの取組に対する支援」ということで、ステップ１、

２、３とその支援の必要性の見極めということで、色々な活動団体にヒアリングしながら、我々ができる

支援、やっていかなければならない支援を研究していきたい。 

 

（室田副委員長） 

地域密着で色々なテーマを全部集約できるところは、そんなに無いと思うのでそこを担ってもらいた

い。まずは整理をしておかないと、どことどう連携を図ったらいいかが見えにくいので、地区やコミュニ

ティというレベルでまとめて集約して、ハード面も含めて連携できるプラットフォームがなかなかないと

と思っている。 

 

（事務局） 

 前回の推進委員会資料のフローにある区役所や中間支援組織、社会福祉協議会との連携強化は非常に重

要でだと考えている。プラットフォームが作れるかという話はあるが、我々としては、今地域で起こって

いることも区役所にヒアリングしており、そういった地域の中間組織と区役所との関係などを把握しよう

としている。 

 

（名和田委員長） 

プラットフォームっていう点で言うと、区民活動センターが本来はそうなるべきじゃないかと思うが、

そうならない理由として人員が脆弱であることと、区レベルのものは生涯学習支援センターを改組してい

るから、その根っこが残っている。そうした色が強い区がまだまだあり、市民局と組んで体質改善をして

いく必要がある。 
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（飯尾委員） 

前回の推進委員会資料のフローの中の「従来の地域まちづくり支援制度のフロー」では、防災というキ

ーワードが受け取りにくいなと思っている。それはなぜかと言うと、今我々の地域では「事前復興」とい

うのを推進している。その事前復興を横浜市の各々のまちで考えていって指針を作っていったときに、そ

の指針の中にはまちづくりの要素も充分に入っていると思うが、それを届ける先がない。そのフローの中

に１行あると良いという気がしている。 

 

（事務局） 

 飯尾委員のところでは、かつてプランを策定してその基で活動している。フロー図自体は簡素化した模

式図になっているので、これから考えていく。 

 都市整備局が復興期の筆頭局になっていて、横浜市全域でどうしていくかは考えていかなければならな

い話でもあるし、地域防災でまちづくりしているところは、防災まちづくり推進課が一緒に入って検討し

ていただいていると思うが、全市的に吸い上げられるかというのは、今後の流れを確認していくので、本

日はご意見をいただいたというところに留めさせていただければと思う。 

 

（飯尾委員） 

都市整備局だけではダメだと思う。既に活動している市民は、復興する際はこうしてほしいな等と思っ

ている。そういう市民密着型でやっておかないと、もし災害が起きた時は、市の案になってしまうだろう

と感じている。 

 

（事務局） 

 現時点では所管課の防災まちづくり推進課がどう思っているかも話を聞いていないので、本郷町もまち

づくりプランを作って取り組んでいて、そこに更に事前復興の計画も入れていくという考え方もできなく

はないと思うので、それが良いかも含めて所管課にも意見を伝えながら検討すると同時に「従来の地域ま

ちづくり支援制度のフロー」の検討にも反映できるかどうかも含めて考えていければと思う。 

 

（杉崎委員） 

 見出しの「新たな地域まちづくり」とあるが、どこが「新たな」なのか分からない。制度改正をせずに

一生懸命営業頑張りましょうという風にしか見えない。今はみんなＳＮＳを上手く使っている時代で横浜

市がお金掛けて全部を包含するような堅い情報発信のニーズがそんなに無いのではないか。 

 まち普請は、他の自治体にはなかなか無いし、具体的なアクションを地縁組織以外の人が提案して、や

ることを応援していくという制度が20年前にできたことがすごくて、そこから派生した身近な施設整備支

援事業のようなとにかくやってみようよというアクションを後押しする、これにもっと広がりを持たせる

とか深めるとしたらこの辺りの２つの事業なのかなと思う。後で報告もあると思うが、今年もまち普請事

業に14団体が応募してきていて、まだまだそうしたニーズはあるのではないかという気がしていて、横浜

市の人口規模で年間３、４件は誰でも手が出せる制度ではないことも含めて、もっとテーマの広がりがあ

るのか、金額設定を低くするのか分からないが、もっとソフトなアクションもあるかもしれないし、区ご

とのまちづくり助成事業をフォローするとそうしたニーズや必要な後押しが見えてくるかもしれない。ま

ちづくりプランやルールがもうそんなに必要とされていない前提で言うと、そこが都市整備局にできるま

ちづくり支援なのではないかと思っている。 

 

（事務局） 

 そのイメージをしているのが、「初動期」のところで、今までのようなプランやルールではないところ

から始まる本当に小さなところからのスタートアップなのかもしれないし、まずはやってみるというよう

なことを支援できないかなというのがこの「取組１」で、方法としては杉崎委員のおっしゃるようにミニ

まち普請など色々あると思うが、そういった芽を吹きそうな活動が世の中にどれだけあるのかというとこ

ろもちょっと調べながら進めていきたい。 

 

（杉崎委員） 

 先程のラーメン屋やカフェだとかまちの中で開いて、意外とまちの人のハブになっていくみたいな活動

はたくさんあるが、支援がなくてもやってしまう。でも、どこか一押しするともっと良い展開をすると
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か、まちに良い影響を与えるとかということを把握すると良いと思う。地域まちづくり課とお付き合いが

あるところは、もう分かっていると思うので、噂に聞くあそこに話を聞きに行くみたいな調査をする方が

良い。 

 あと先程の福祉系の情報サイトにまち普請が載っている話は、お互いにそれをやれば良い話で、おそら

く入口は関心のある窓口とか人だと思うので、ポータルサイトを立ち上げるよりもお互いに知っていて、

分担して情報整理や発信の仕方がありそうだなと思う。 

 

（片岡委員） 

 地域の持続可能な状態がどんなものかというところをかなり解像度を上げて考えて、モデルを作ってい

かないといけないのではないかと思う。最初にお金の流れやお金の作り方も話をされていたが、この支援

制度で受けているお金の流れや作り方と全然違うはずで、人や空間、資源の生かし方も全然違うはず。目

標やゴールの解像度を上げてスタディすると何が必要なのか見えてくる気がしている。今は、目標が「持

続可能な地域まちづくり」の一言で終わってしまっているから何をするのか見えづらい状態なのではない

か。 

 

（杉崎委員） 

 特定の団体が高齢化して、担い手が入ってその組織を持続することでないと思う。別の違う団体の担い

手が入ってきて、補完し合うとか色々な新しい人たちが来たり、新しいグループが出てきて、世代が繋が

ったり、お店が入ってきたりする地域の姿が持続可能だという風に考えると、どういう地域での繋がりと

か組織が良いかという共通イメージを作る必要がある。 

 

（事務局） 

 我々がイメージしているのは、１つの活動グループが１つの目的に対して続いていくっていうのもそう

ですが、特定の地域が課題解決や魅力づくりに色々な人たちが参加していき、地域としてそのまちづくり

活動が続いていくものも持続可能なというイメージを持っている。 

 例えば、産学官民連携・協働の取組を京急沿線で持続可能なモデル住宅地としてやっていて、ここで考

えていることは色々な主体が入って、どうすれば今までみたいに市民だけのプレイヤーでもなく、企業だ

けでもなく、行政だけでもない様々なプレイヤーがどういう関わり方がまちの活性化を続けられるか、理

想的な状態として運営できるか、そういうモデルをこの理論と実践の場として、地域まちづくり課が関わ

っている地域で、この場でいただいた議論をフィードバックして、そのトライアルをしていくことで最終

的に制度に結び付けたいという風に考えている。 

 

（室田副委員長） 

 資料の中のフローで言うと、新たな支援メニューを出したいんですよね。 

 

（事務局） 

 それが必要なのかどうかも含めて検討したいと考えている。 

 

（名和田委員長） 

 初動期とあるが、初動期の後にあるのが何かイメージできない。結局初動期の後にあるのが組織だった

りルールに沿ったりしてるというところがむしろ問題なんではないかという発言が、杉崎委員は明示的に

そうおっしゃっていた。 

 

（室田副委員長） 

 ルールもプランも要らないし、活動自体が限定的で必要なくなれば辞めてしまっても良いと思う。活動

自体が持続的である必要すらなくて、このフローでは活動自体が必要なくなっても一生懸命持続しなきゃ

いけないイメージが若干出てきてしまう。今必要なのは、地域をより良くして改善していくためには、本

当に必要な活動でみんながやりたいこと、場合によっては団体が変わっていっても良いと思う。それをど

う上手く積み重ねていけるかによって地域が良くなっていけるというやり方もあるので、従来と大きく異

なるので、新たな支援メニューがとんなタイプなのか。 

 

（事務局） 
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 今までの支援制度は、公的資金を投入するにあたり一定の地域の合意形成が図られたりといったことを

前提に作ってきた制度ですが、合意形成のない活動も起こっておりそういう活動に支援できたら良いねと

いう昨年度の議論だったと思うので、必要があれば条例改正をしていかなければいけないと思っている。

どういったところに支援していくべきか、これから研究していきたい。 

 

（杉崎委員） 

 登録を簡単にしてしまうとかまち普請のようにチェックすれば良いだけの話で、この委員会でチェック

しても良いし、そこを担保するのは色々な方法があり得ると思うので、具体的に何を新しく対象とするか

の方が難しい。 

 

（事務局） 

 どういう活動に対して支援するかということを明確にして、地域に対して貢献できるこういう活動を支

援していきたいですということをこれから我々も明確に説明していかなくちゃいけないので、それを今研

究して、この１年間とか議論の中で見つけていきたい。 

 

（片岡委員） 

 目標の姿がまだ見えてこないので、まずそこを表現してもらって、ヒアリングに行くときもこういうの

を目指しているという話をしないと、今の制度の課題しか挙がってこないし、地域活動を進めるにあたり

行政がパートナーシップを組んでやっていくときに目標の姿を間違えて共有してしまうと、なんで支援し

てくれないのかみたいな話になってしまう。この姿をいかに色々な人と共有できるものとして地域まちづ

くり課が持つか、が一番重要で、もしかしたらここが共有できれば意外とプランとかルールも道具として

使ってしまえば良いとなるかもしれない。先程、室田先生もおっしゃっていたように「目標を掲げて活動

をとりあえずやってみるけど、活動はどんどん変えていこうよ。」で良いかもしれない。やはり、目標の

解像度を上げて、色々な人と共有できるものをまず作るというのが一番重要な気がする。 

 持続可能なまちづくりではなく、持続可能な地域をどうやって作っていくか、だと思う。 

 

（杉崎委員） 

 さっきおっしゃった京急沿線だと事業者であったり、まち普請でスタートしたけど地域の人と仲良くな

って、広がりがあったり、立場や世代が異なる多様な主体が特定の地区で連携し合って色々な事がいくつ

も起きているみたいな事ぐらいの事も色々なバリエーションがあって、そこがひょっとしたら調査テーマ

になるかもしれない。 

 

（室田副委員長） 

 まち普請のその後だけでも色々とありそうだし、人・まち・デザイン賞の応募も多様化している。 

 

（事務局） 

 人・まち・デザイン賞は今回31件の応募があって７つ選定していただいたが、我々の支援制度を使って

いない。支援がなくてもできる活動もあるし、その中で埋もれていった活動も当然あると思う。 

 

（室田副委員長） 

ヒアリングしたら本当はこういう支援があるともっとこういう活動ができたというものもあるのではな

いか。 

 

（事務局） 

 その辺りを狙って、ステップ１の段階ではデザイン賞の入選されたところ、されていないところを含め

て聞いていきたい。 

 

（高村委員） 

 まちづくりの分野だけじゃなく、福祉の分野でも助けてってみんな言えない人がすごく多いと思ってい

る。助けてっていうことは、まずやってみようよということなので、きっかけ作りや初動期に予算を使っ

て、そういう話ができる場があった方が良い。地域の課題解決で本当に良いもので目的がはっきりしてい

るとあっという間に終わってしまったりしてしまうが、持続可能で続いているところは例えばお祭りだっ
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たり産学官民だったり世代交代がなされていて、なんとなく楽しくてみんなが顔見知りになれて、最終ゴ

ールはこのまちに住みたい、ずっと住み続けたいってみんなが思うことだと思うので、そこに気付かせて

あげてほしいという思いがある。 

 人・まち・デザイン賞にしても、本賞受賞じゃなくこれからこの団体を応援していきますというような

奨励賞があったり、まち普請にしてもいきなり500万円を目指すことはできないから話し合う場を持てる

だけでも随分違う。今はウェブで会議もするが、やっぱり対面で話すのとは違うし、そういう場はないか

なと思う。 

 

（杉崎委員） 

地域にそうした場ができていくと、ここで一生懸命市役所が頑張ろうとするきっかけ作りとか初動期

は、意外と地域解決してしまうことも期待される。地域のそういう取組を後押しすると、きっかけ作りや

初動期支援に繋がっていく流れもあり得ると思う。 

 

（事務局） 

まち普請で整備された場所が、まさしく地域のそうした相談場になっていて、その活動の成熟期に人・

まち・デザイン賞などで表彰することで、市民の方がその拠点を知るきっかけになったりする。その発信

の仕方は、人・まち・デザイン賞であったり、取組１のきっかけ作りのところの支援サイトであったり、

地域まちづくり課全体で発信していくことで、そういう場を見つけやすくすること、そうした循環をスパ

イラルアップしていくのかなと思いながらやっている。 

 

（名和田委員長） 

 ここで、一旦委員長としてまとめ、感想を延べたいと思う。 

まず、条例改正の問題は出てくるのではないかと思っている。まちづくり条例は、1980年に都市計画法

の中に地区計画ができて、それに触発されて自治体が作ってきて、横浜市もその文脈で作ったように記憶

している。その組織がルールを作り、ルールは地区計画にいく事を最終的なゴールとして想定していた

が、今現在はそこがゴールではない感じになってきて、むしろそこを目指そうとするとすごく大変で、も

のすごい地域力の高い地域でないとできないような感じになってきている。 

 今世紀になってまちづくり条例を作った自治体は行き詰っていて、協議会の数が全然増えない。私が関

わってきた目黒区も条例を作ったが、おそらく一例もないと思う。町田市は途中まで横浜市と同じコース

を辿っていたが、その後増えないので他局と連携して、市民活動、地域振興系の「まちだまるごと大作

戦」という取組で成功した。その活力にあやかろうと市民活動に従属して福祉の分野が町田地域福祉計画

「町田市地域ホッとプラン」を連携して作った。地区街づくり課の方もそっちに寄って条例改正を進め、

今は組織認定やプランやルールといったかっちりとしたものではなく、ヴィジョンとプロジェクトという

目標を軽く設定できる形にした。まだ改正したばかりなので成果は出ていないが、杉崎委員が言われたこ

とはそういうイメージに近いのかなと思った。 

 それから、区役所の体制や区民活動支援センターの体質改善も非常に重要だと思うし、まちのルールづ

くり相談コーナーも話を聞きますと色々な相談があるのですごく忙しいと聞いているが、それを聞くと20

年前に地域ケアプラザのいる地域福祉コーディネーターが全然地域に出ておらず法人の仕事をしていて、

本来理念的にやるべき地域の活力をコーディネートするような暇が無くて、そういう仕組みを抜本的に変

えていくというところが求められるのではないかなと思う。 

 担い手問題については、現在「都筑スタイル」という自治体支援のプロジェクトが進んでいて、今の地

縁組織を見ていると変わってきていて、会長は高齢男性だが事業推進しているのは若い現役世代で、シン

ポジウムをやっても集まっている人は若い人が多い。私が住んでいる三保町も旧態依然のように見える

が、地域福祉保健計画の地区別計画の会合では人が入りきらないので３か所をウェブで繋いで会議したと

聞いた。地縁組織の活動についても新しい可能性を見出しイメージを変えていく必要があるのではない

か。その結果として、地区別計画や空間整備の課題も出てくる可能性があると思う。 

 まち普請は元々条例に想定された事業ではなく、途中から条例の仕組みとして位置付けたものであっ

た。福祉分野だと助成は上限100万円なので、500万円は確かに大きくてそれが良い面でもあると思うが、

逆に大きすぎて使いづらいと思われる側面もある。その意味で、身近な施設整備支援事業は大きな可能性

を秘めていて、これを推進していくと良いと思うが名称にややインパクトが欠けるという風に思う。 

 先程、お金や研究の議論もあったが、日本の地域活動、市民活動はボランティア原理が貴重になってい

て、限界になってきている。これは厳しい状況に置かれている地方では顕著で、まず、お金の回る仕組み
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を作って活動していかないと続いていかないと思う。横浜市は財政が苦しいが、今までの発想上でお金の

出し方を考えていると縮小均衡に陥ると思うので、その発想を抜本的に変えていかないといけない。 

 

（片岡委員） 

 きっかけ作りの情報発信は、施策の情報発信の意味合いが強いと思うが、地域のことを考える為の道具

としての情報をライブラリーとして揃えていくということを今の段階で位置づけて、事業としても考えて

ほしいと思っている。度々言っているが、普通の統計データは500ｍメッシュで荒く、地域が必要な情報

の粒度はもっと細かいので、そういうデータをライブラリーとして揃えて、市民が使えるようにして、市

民に色々気付いてもらってプロジェクトを考えるきっかけを作っていくことを事業として位置付けてほし

い。 

 

（名和田委員長） 

 もう10年以上前に100ｍメッシュで以前横浜プランナーズネットワークがやっていたが、お金の流れが

悪くなっていった記憶がある。 

 

（事務局） 

 統計情報から250ｍメッシュで昔の調査季報にその考え方を載せていた。 

 

（片岡委員） 

 メッシュデータが良いのかは考える必要があるが、今はPDFとか紙でなく、自分たちで色々といじれる

時代なので、地域情報のストック場所があると良いと思う。 

 

【報告１】人・まち・デザイン賞の表彰式について 

（事務局） 

 資料説明 

 

【報告２】ヨコハマ市民まち普請事業の進捗状況について 

（事務局） 

 資料説明 

 

（杉崎委員） 

 今までは件数を絞らなければならなかったが、子育てプラスになってから予算の上限が無くなり、絶対

評価ということは３件でも良いし、14件全てもあり得るので、コンテストの雰囲気も変わると思う。 

 昨年度からそのスタンスで臨んではいたが、最終的に２次コンテストが７件でその全てを通して良いの

かという雰囲気で若干の緊張感が残っていた。横浜市が中期計画として明確に打ち出しているのが、「子

育てしたいまち、あるいは次世代を育むまち」 

 

（室田副委員長） 

 子育てプラスに変わったということは、子育て系が中心になったということか。 

 

（事務局） 

 審査時に子育て関連に加点があるとかではない。 

誤解がないようにお伝えしますと、横浜市が中期計画として「子育てしたいまち、あるいは次世代を共

に育むまち」を主題に掲げている。それは冒頭に子育てから始まるので、あたかも子ども政策だけに特化

しているという風に映るが、そういうまち、次世代に繋がるような横浜を市民だけでなく、企業も含めて

みんなで作っていくということで、全ての政策がそこを目指して、ワンチームでやっていく。我々はこう

いう視点で個々の取組がどう繋がっていくのかという考えを持ちながら、そういうものに繋がる施策であ

れば重点的に予算を配分するという考え方があるので、これまでやっていた事業に子育てプラスと銘打っ

て予算額を拡大した。 

 

以上 

 


